
中小企業デジタル化推進事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、デジタル技術を活用したビジネスの変革により、生産性の向上や持続

的な成長を図ろうとする京都市内の中小企業を支援する「中小企業デジタル化推進事業」

（以下「本事業」という。）」の実施に関し、本事業の事務局である、京都府中小企業団体

中央会（以下「中央会」という。）が必要な事項を規定するものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、「中小企業等」とは、別表１に掲げる法人又は個人とする。 

 

（支援対象者） 

第３条 本事業における支援対象者（以下「支援対象者」という。）は、次の各号のいずれ

かに該当するものとする。 

（１）京都市内に主たる事業所又は事業拠点を有する中小企業等 

（２) 主たる事務所を京都市内に設けている中小企業等で構成する団体 

（３）団体の構成員の半数以上が京都市内に事業所等を設けている中小企業等で構成する

団体 

２ 前項の規定に関わらず、次のいずれかに該当する者は、本事業の対象としない。 

（１）次のいずれかに該当する中小企業者（みなし大企業） 

 ア 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業（中小企業等

以外のものであって、事業を営む者をいう。以下同じ。）が所有している中小企業等 

イ 発行済株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中

小企業等 

ウ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中

小企業等 

（２）国又は地方公共団体から出資を受けているもの 

（３）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122 号）に規

定する性風俗関連特殊営業並びにそれらに類似する業種を営む者（ただし、同法第２条

第６項第４号に規定するものを営む者を除く。） 

（４）営業に関して必要な許認可等を取得していない者 

（５）市町村税を滞納している者 

（６）役員等（個人である場合はその者を、法人である場合はその役員又は事業所の代表者

をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第 77 号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴

力団員」という。）であると認められる者 

（７）暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与し

ていると認められる者 

（８）役員等が自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者 



（９）役員等が暴力団及び暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的或いは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、もしくは関与していると認められる者 

（10）役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れる者 

（11）購入契約その他の契約に当たり、その相手方が（６）から（10）までのいずれかに該

当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められる者 

（12）(６)から(10)まで（(11)の場合を除く。）のいずれかに該当する者を購入契約その他

の契約の相手方とした場合に、中央会が当該契約の解除を求めたにも関わらず、これに

従わない者  

３ 前項に規定するもののほか、令和２年度京都市予算「中小企業等ＩＴ利活用支援事業」、

又は令和３年度京都市予算「中小企業デジタル化推進事業」の支援の実施決定を受けた者

は、本事業の対象としない。 

 

（支援内容） 

第４条 支援内容は、専門家の派遣及び補助金の交付とする。 

 

（支援の申請） 

第５条 本事業による支援を受けようとする者は、中小企業デジタル化推進事業支援申請

書（第１号様式。以下「支援申請書」という。）及び次に掲げる書類によって、別に定め

る期間に申請するものとする。 

（１）支援対象者の事業内容がわかるもの（定款、規則、会則及び会社パンフレット等） 

（２）法人等については直近１期分の決算報告書（貸借対照表、損益計算書）、個人事業者

については直近１期分の確定申告書 

（３）直近年度分の京都市民税、固定資産税（土地・建物のみ）及び都市計画税の市税に関

する納税証明書（発行後３ヵ月以内のもの） 

※令和４年１月１日時点において住所が京都市外の場合、他市町村の発行する納税証

明書、及び法人等設立・解散・変更届出書（法人）又は個人事業の開業・閉業等届出

書の写し。 

（４）その他中央会が必要と認めるもの 

 

（支援の決定） 

第６条 中央会は、前条に規定する支援申請書の受付期間終了後から、40 日以内に、内容

を審査のうえ、支援の実施又は不実施を決定するものとする。 

２ 支援の実施又は不実施を決定したときは、審査結果通知書（第２号様式）により通知す

る。 

３ 本事業の予算の執行状況に応じて、支援の不実施となった者の中から、繰り上げて支援

を実施することがある。 

 

（専門家の派遣） 

第７条 中央会は、別に定める専門家派遣実施要領に基づき、専門家を派遣する。 



（補助金交付の申請） 

第８条 第６条第１項に規定する支援の決定を受けた者（以下、「補助対象者」という。）で、

専門家派遣が終了した後、補助金の交付を受けようとする者は、中小企業デジタル化推進

事業補助金交付申請書（第３号様式。以下「交付申請書」という。）、当該派遣に係る専門

家からの意見書（第４号様式）及び次に掲げる書類によって、申請するものとする。 

（１）取組内容の全容がわかる構成図 

（２）見積書等、経費のわかる書類 

（３）法人登記事項証明書（発行後３ヵ月以内のもの）【法人のみ】 

（４）開業届（税務署受領済の控え）【個人のみ】 

（５）第６条第２項に規定する審査結果通知書（第２号様式）（写） 

（６）その他中央会が必要と認めるもの 

 

（交付の決定） 

第９条 中央会は、前条に規定する交付申請があった場合は、申請内容等により審査をする

ものとし、補助金の交付の可否を決定してから 20日以内に中小企業デジタル化推進事業

補助金交付決定通知書（第５号様式）又は中小企業デジタル化推進事業不交付決定通知書

（第６号様式）により、通知する。 

２ 中央会は、前項の通知に際して必要な条件を付すことができる。 

３ 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、中央会が必要と認め

るときは、補助事業の遂行状況について、報告書を提出しなければならない。 

 

（補助対象期間） 

第 10 条 補助金の交付の対象となる期間は、第９条第１項に規定する交付決定通知日から

令和５年２月 10 日までとする。 

 

（補助金の額） 

第 11 条 補助事業者が申請する補助金交付額の上限は 100 万円とし、補助率は４分の３以

内とする。なお、補助金の額は、予算の範囲内において交付する。 

 

（補助対象事業の内容） 

第 12 条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、支援申請書に

記載された内容をもとに、専門家派遣を通じて経営課題や業務課題を整理し、デジタル化

計画（意見書に記載された内容）を実施するために行う次の各号に掲げる事業とする。 

（１）デジタル技術を活用した基幹システムの構築 

（２）デジタル技術を活用した新たなビジネスモデルの構築 

（３）販路の拡大を目的とした WEB サイト・EC サイトの構築及びコンテンツの作成 

（４）業務改善を目的とした POS レジシステム等の導入 

（５）前号までに掲げるもののほか、デジタル化に資する事業で、京都市と協議の上、中央

会が必要と認める事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業は、補助対象事業としないものとする。ただ



し、京都市と協議の上、中央会が必要と認める場合は、この限りではない。 

(１) テレワークの導入及び利用促進のために行う事業 

（２）事業効果に継続性が欠けると認められる事業 

（３）当該事業期間外に発注・納品、及び支払いが完了したもの 

 

（補助対象経費） 

第 13 条 補助対象経費は、デジタル化に資するもので、別表２に掲げる経費とする。 

 

（事前着手） 

第 14 条 補助事業者は第９条第１項に規定する交付決定通知日以前に本事業を実施した場

合（当該事業に係る契約を締結した場合又は経費を支払った場合を含む。）、補助金の交付

を受けることができない。ただし、当該事業に係る補助金の交付の申請を行った日から当

該申請に係る補助金交付決定前までに当該事業を実施しようとする場合（当該事業に係

る契約の締結を含み、当該事業に係る経費の支払いを除く。）において、中小企業デジタ

ル化推進事業事前着手届（第７号様式）を中央会に提出することにより、申請書の提出日

以降（提出日を含む）に限り、事業に着手することができる。 

 

（変更等の承認の申請） 

第 15 条 補助事業者は、交付決定を受けた内容を変更等しようとする場合には、中小企業

デジタル化推進事業補助金変更等（変更・中止・廃止）承認申請書（第８号様式）を中央

会に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、次の各号に規定する軽微な変更

の場合を除く。 

（１）補助目的に変更がなく、より効率的な補助目的の達成に役立つと考えられるもの 

（２）経費の変更が総事業費の３分の１以内の増減で、かつ補助金額の変更が３分の１以内

の減額であるもの 

２ 中央会は、前項に規定する変更等の申請があったときは、内容を精査のうえ、その承認

又は不承認を決定し、中小企業デジタル化推進事業補助金変更等承認（不承認）通知書（第

９号様式）により、補助対象者に通知する。 

３ 中央会は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又は

条件を付すことができる。 

 

（補助事業遂行の義務） 

第 16 条 補助事業者は、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に従い、善良な管

理者の注意をもって補助事業を行い、補助金を他の用途に使用してはならない。 

また、補助事業者は、補助事業の遂行及び収支の状況について、中央会からの求めに対

し、速やかに状況報告書を中央会に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第 17 条 補助事業者は、事業の完了日から起算して 14 日を経過した日、又は令和５年２

月 24日のいずれか早い日までに、中小企業デジタル化推進事業補助金実績報告書（第 10



号様式）に、次に掲げる書類を添えて、中央会に提出しなければならない。 

（１）事業を開始したことを確認できる書類（発注書、契約書等）の写し 

（２）業者からの納品内容等を確認できる書類（納品書等）の写し 

（３）経費の支払いを確認できる書類（請求書、領収書、振込書等）の写し 

（４）事業の実施内容及び成果物を確認できる書類・写真等 

（５）その他中央会が必要と認めるもの 

 

（補助金の額の確定） 

第 18 条 中央会は、前条による報告を受けた場合は、当該報告に係る書類の審査及び必要

に応じて行う現地調査等により、本事業の成果が交付決定の内容及びこれに付した条件

に適合すると認められるときは、交付すべき補助金の額を確定し、中小企業デジタル化推

進事業補助金の額の確定通知書（第 11号様式）により補助事業者に通知する。 

 

（補助金の支払） 

第 19 条 補助金の支払は、補助金の額を確定した後に、補助事業者に対して支払うものと

する。 

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、中小企業デジ

タル化推進事業支払請求書（第 12号様式）により、中央会に補助金の支払請求を行うも

のとする。 

 

（概算払の手続） 

第 20 条 中央会は前条の規定に関わらず、補助事業者から、所定の様式による請求がある

ときには概算払を行うことができる。ただし、概算払の対象となる費用は、補助事業者が

既払のものとする。 

２ 概算払の回数は本事業期間中１回とし、その金額の上限は、交付予定額の１／２とする。 

３ 補助事業者は、概算払の請求をする場合には、補助金概算払請求書（第 13号様式）に

第 17条に規定する実績報告書を提出する際に添付する書類と同様の書類を添えて、中央

会へ提出するものとする。 

４ 前項で規定する概算払請求書及びこれに付した書類を受理した中央会は、内容を確認

し、適正な請求と認められる場合は、補助事業者指定の金融機関口座に振り込むものとす

る。 

 

（財産の管理等） 

第 21 条 補助事業者は、本事業による取得財産等について、本事業の完了後においても善

良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従ってその効率的運用を図ら

なければならない。 

２ 補助事業者は、取得財産等について、中央会が定める期間は処分してはならない。また、

中央会が定める期間を経過する前に取得財産等を処分することにより収入があったとき

は、中央会に書面で報告し、中央会の請求に応じその収入の一部を中央会に納付しなけれ

ばならない。 

 



（財産の処分制限） 

第 22 条 前条第２項に定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年

大蔵省令第 15号）及び補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期

間（昭和 53 年８月５日通商産業省告示第 360 号）に準じるものとする。 

２ 補助金の交付を受けた者が、前項に規定する期間が経過する前に、補助事業により取得

し、又は効用の増加した財産を処分する場合は、取得財産等処分承認申請書（第 14号様

式）を中央会へ提出し、承認を得なければならない。 

 

（関係書類の整備） 

第 23 条 補助事業者は、補助事業等に係る経費の支出を明らかにした書類を整備し、補助

金の交付を受けた日の属する会計年度の末日から５年間、必ず保存しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の規定による書類の整備に当たっては、補助事業等と補助金等の交

付の対象とならない事務又は事業とを明確に区分することができるようにしなければな

らない。 

 

（交付決定の取消及び返還） 

第 24 条 中央会は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金

の交付決定を取り消し、交付予定額もしくは交付確定額を変更し、又は既に交付した補助

金の全部もしくは一部の返還を命じることができる。 

（１）この要綱又はこれに基づく交付条件もしくは中央会の指示に違反したとき 

（２）この要綱に基づいて提出された書類に虚偽の記載があったとき 

（３）補助金を使用せず、又は補助金の交付の目的に反して使用したとき 

（４）その他不正、不適切な行為をした場合 

 

（立入検査等） 

第 25 条 中央会は、補助事業の適正を期すため必要があるときは、補助事業者に対して報

告させ、又はその事務所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査することができる。 

 

（その他必要な条項） 

第 26 条 この要綱に規定するもののほか、事業の実施に関し必要な事項は中央会が別に定

める。 

 

附 則 

この要綱は令和４年５月１３日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



別表１（第２条関係） 

 

 

 

業種・組織形態 補助対象者 

①製造業、建設業、運輸業 

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社

又は常時使用する従業員の数が300人以下の会社

及び個人事業主 

②卸売業 

資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会社

又は常時使用する従業員の数が100人以下の会社

及び個人事業主 

③サービス業（ソフトウエア業、情報

処理サービス業、旅館業を除く） 

資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会

社又は常時使用する従業員の数が100人以下の会

社及び個人事業主 

④小売業 

資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会

社又は常時使用する従業員の数が 50 人以下の会

社及び個人事業主 

⑤ゴム製品製造業（自動車又は航空機

用タイヤ及びチューブ製造業並びに

工業用ベルト製造業を除く） 

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社

又は常時使用する従業員の数が900人以下の会社

及び個人事業主 

⑥ソフトウエア業又は情報処理サー

ビス業 

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社

又は常時使用する従業員の数が300人以下の会社

及び個人事業主 

⑦旅館業 

資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会

社又は常時使用する従業員の数が200人以下の会

社及び個人事業主 

⑧その他の業種（上記以外） 

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社

又は常時使用する従業員の数が300人以下の会社

及び個人事業主 

⑨組合、連合会 
中小企業等経営強化法第２条第１項第６号から

第８号に規定される組合及び連合会 

⑩医療法人、社会福祉法人、学校法人 常時使用する従業員の数が 300 人以下の者 

⑪社団法人(一般・公益) 

直接又は間接の構成員の３分の２以上が中小企

業者であり、かつ、上記①～⑧の業種区分に基づ

き、その主たる業種に記載の従業員規模以下の者 

⑫財団法人(一般・公益) 
上記①～⑧の業種区分に基づき、主たる業種に記

載の従業員以下の者 

⑬特定非営利活動法人 
上記①～⑧の業種区分に基づき、主たる業種に記

載の従業員以下の者 



別表２（第 13条関係） 

費用区分 内容 

委 託 費 
基幹システム導入・開発費、ＥＣサイト作成費、ＨＰコンテンツ作成費

等 

ハードウェア購入費 
本事業に実施するために必要とするＰＣ、タブレット、基幹システム用

サーバー、ＮＡＳ（ネットワークＨＤＤ）及びＰＯＳレジシステム等 

ソフトウエア購入費 財務会計ソフト、受発注ソフト、ＣＡＤソフト等 

賃 借 料 機器リース料、レンタル料等 

使 用 料 ソフトウエア利用に係るライセンス使用料等 

 ※１ 機器等の指導・研修費、及び設定に係る補助対象経費は一申請あたり税抜価格上限 

10 万円まで 

※２ ハードウェア購入費の補助対象経費は１個あたり税抜価格 1 万円以上に限る 

※３ ハードウェア購入費のうちＰＣ、タブレット、周辺機器等の補助対象経費は１台あ 

たり税抜価格上限 15 万円まで 
 

対象経費とならない経費 

（１）補助対象経費（別表２）の費用区分に記載のないもの 

（２）本事業以外の他の事業に要した経費と明確に区別できないもの 

（３）交付決定日より前に実施した事業に要した経費 

（４）申請時に事業が完了しているもの、及び補助事業期間外に事業が完了したもの 

（５）国府等の実施する他の補助事業で採択された経費のうち、補助対象としたもの 

（６）汎用性のあるもので目的外使用になりえるもの（ＰＣ及びタブレットなど本事業を実

施するために必要とするものは除く。） 

（７）間接経費（消費税、振込手数料、収入印紙代、事務手数料等）、人件費、旅費、光熱

水費、物品購入に係る送料 

（８）通信費（携帯電話通話料金、Wi-Fi 月額料金、インターネット回線、プロバイダー料

金等） 

（９）積算根拠の確認ができないもの 

（10）親会社、子会社、グループ企業等関連会社（資本関係のある会社、役員を兼任してい

る会社、代表者の親族（３親等以内）が経営する会社等）、代表者の親族との取引であ

るもの 

（11）名義が補助事業者以外の領収書、振込明細書等 

（12）クレジットカードにより支払われている経費で、カード利用日及び申請者の口座（申

請者が法人である場合は法人名義の口座、個人事業主の場合は個人事業主個人名義の

口座）から当該費用が引き落とされた日が補助対象期間内（交付決定通知日から令和５

年２月 10日まで）に属していないもの 

（13）中古品 

（14）上記各号のほか、社会通念上、補助が適当でないと中央会が判断したもの 


